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以 上 

 

本メルマガは山下税理士に日常業務の中から「間違いやすい・見落としがちな」税務のチェックポイントをＱ&Ａ形式で

ご寄稿頂いたものになります。ぜひご参考になさってください。 

『質問』 

他者が建設する特定施設の敷地の用に供した場合の 

その敷地の買換えの特例の適用について 

 

≪内容≫ 

関与先のＡ社は不動産貸付業を営む３月決算法人で、平成３０年５月に所有期間１０年超の土地を譲

渡し、その譲渡代金をもって平成３０年８月に甲土地（４００平方メートル）を取得しました。 

Ａ社は、平成３０年９月に、この土地について、Ｂソフトウェア法人との間で賃貸借契約を締結しま

した。 

Ｂソフトウェア法人は、甲土地を事務所敷地として使用する予定であり、現在、事務所の建築工事が

進行中です。 

Ａ社としては、甲土地を買換資産として、租税特別措置法第６５条の７第１項の表の第７号上欄に掲

げる「所有期間１０年超の土地等、建物又は構築物から同号下欄の国内にある土地等、建物、構築物、

機械装置等への買換えに係る圧縮記帳の特例（以下「７号買換特例」といいます。）」の適用を検討して

います。 

そこで質問ですが、甲土地のようにその敷地に建てられる特定施設がＡ社の所有でなく他者（Ｂソフ

トウェア法人）の所有である場合ついてまでも買換資産となり得るのでしょうか。 

『答』 

  租税特別措置法第６５条の７第１項の表の第７号下欄の規定上、「特定施設」については、土地を取得した

法人が所有するものに限定されていませんから、取得した土地を他に賃貸し、賃借人が特定施設の敷地の用に

供することが確実であると認められる場合は、９号買換特例の適用買換資産となり得ることになります。 

 

（解説） 

１ 平成２４年度の税制改正により、７号買換特例において買換資産となり得る土地等の範囲が、①特

定施設の敷地の用に供されるもの（その特定施設に係る事業の遂行上必要な駐車場の用に供されるも

のを含む。）又は②駐車場の用に供される土地等で建物又は構築物の敷地の用に供されていないこと

についてやむを得ない事情があるもので、その面積が３００平方メートル以上のものに限定されまし

た（措法６５の７①表七）。 
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上記①の「特定施設」とは、事務所、事業所、工場、作業場、研究所、営業所、店舗、倉庫、住宅

その他これらに類する施設をいい、福利厚生施設に該当するものは除かれます（措令３９の７⑦）。 

２ そこで、この「７号買換特例」においては、上記①の「特定施設の敷地の用に供されるもの（土地

等）」の特定施設については、その土地等の取得者の所有に係る建物等に限られるのではないかとの

疑問が生じます。 

しかしながら、租税特別措置法第６５条の７第１項の表の第７号下欄の規定上、「特定施設」につ

いては、土地を取得した法人が所有するものに限定されていませんから、取得した土地を他に賃貸し、

賃借人が特定施設を建築する場合でも、特定施設の敷地の用に供される土地等であることには変わり

がありませんので、その土地等は買換資産に該当することになります（国税庁質疑応答事例：特定の

資産の買換えの場合の圧縮記帳（９号）における買換資産の範囲（他の者が建築する倉庫の敷地の用

に供される見込みの土地）参照）。 

  なお、この場合の特定施設の敷地の用に供される土地等とは、土地又は土地の上に存する権利を取

得した時において、現に特定施設の敷地の用に供されているもの及び特定施設の敷地の用に供される

ことが確実であると認められるものをいいます（措通６５の７（１）－３０の２）。 

３ したがいまして、ご質問の甲土地は、現在賃借人たるＢソフトウェア法人によって特定施設に該当

する事務所用建物を建設中であることから、特定施設の敷地の用に供されることが確実であると認め

られ、７号買換特例の適用買換資産となります。 
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